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都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書
整備事業（産地競争力の強化を目的とする取組用）

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内
容

旭市

株式会
社　千
葉県食
肉公社

戦略作
物生産
拡大等
対策

牛肉・
豚肉

１日あ
たりの
処理頭
数を
10％以
上増加

1､858
頭/日

1,832
頭/日

1,864
頭/日

1,850
頭/日

2,045
頭/日

-4.3%

集荷及び販
売に努めた
結果、豚に
ついては過
去最高のと
畜頭数
(406,196
頭）を処理
することが
できたが、
福島第一原
子力発電所
事故の風評
被害等によ
り一日あた
りの処理頭
数目標
（牛、豚）
には届かな
かった。

豚肉

部分肉
仕向割
合を
2.5ポ
イント
以上増
加

　
66.0
％
(264,
504頭
/400,
181
頭)

63.2
％
(252,
542頭
/399,
575
頭)

64.7
％
(252,
926頭
/390,
832
頭)

61.4%
(249,
256頭
/406,
196
頭)

　
71.0
％
(307,
572
頭)

-92.0%

平成２３年
３月に発生
した東京電
力福島第一
原子力発電
所事故に伴
い、香港向
け豚肉輸出
が停止する
とともに、
風評被害に
よる関西方
面の販売先
減少があっ
たことか
ら、在庫過
多となり、
部分肉処理
が減少、枝
肉取引に切
り替えたた
め、部分肉
仕向割合が
減少した。

冷蔵冷
凍施設
整備工
事一式

168,000,000 50,492,000 117,508,000

平成
23
年9月
14日

原発事故に伴う放射
性物質の風評被害等
により、一日あたり
の処理頭数は目標値
を達成することがで
きなかったものの、
豚のと畜頭数は過去
最高になるなど増加
傾向にある。また、
部分肉仕向割合につ
いても、香港輸出の
停止、関西方面への
出荷減少により部分
肉の過剰在庫が生
じ、枝肉販売に切り
替えざるを得なかっ
たため、目標達成と
はならなかった。現
在、条件付きではあ
るが平成２４年３月
に香港輸出が再開さ
れたことを受けて、
輸出先の再開拓に取
り組んでいる。平成
25年度は関西方面へ
の出荷も震災以前同
様に回復しているこ
とから、複数の販売
ルートを確保し安定
的な出荷体制を構築
し、部分肉仕向割合
を増やすとともに、
と畜頭数についても
目標達成に向けて取
り組む。

　本事業につい
ては、成果目標
①：１日あたり
の処理頭数の増
加及び成果目標
②：部分肉仕向
割合の向上とも
に成果目標達成
には至っていな
い。
　これは、
１　東日本大震
災、福島第一原
子力事故に伴う
風評被害（県産
牛肉、豚肉の価
格下落、香港向
け豚肉輸出の停
止、関西方面へ
の出荷減少）
２　本県牛飼養
頭数の著しい減
少
が主な要因と考
えられるが、豚
の処理頭数につ
いては、平成２
４年度は過去最

高（406,196頭）
であったこと
や、食料自給率
向上・産地再生
緊急対策交付金
事業により冷蔵
冷凍施設を整備

したことによ
り、牛豚枝肉の
締まりが良くな
り、品質の向上
という利用業者
からの評価につ
ながっているこ
とから、わずか
ながらだが事業
効果は見られて
いる。他方、牛
の処理頭数は震
災後、一時的な
増加はあったも
のの、平成２１
年度（15,191
頭）に比べ平成
２４年度は
13,617頭と減少
していることか
ら、県内外を問
わず一層の集荷
への取組が必要
と思料する。

事業実施主体
の評価

都道府県の
評価

達成
率

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

１年
後
（平
成22
年）

２年
後
（平
成23
年）

３年
後
（平
成24
年）

目標
値
（平
成24
年）

完了
年月
日

備
考

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画
時
（平
成21
年）

１年
後
（平
成22
年）

２年
後
（平
成23
年）

３年
後
（平
成24
年）

事　業　実　施　後　の　状　況①

成果目
標の具
体的な
実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

事　業　実　施　後　の　状　況②

成果目標
の具体的
な実績②目標

値
（平
成24
年）

事業費
(円）

負担区分(円）

成果目
標の具
体的な
内容①

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画
時
（平
成21
年）

市町村
名

事業実
施主体
名

取組の
分類



　現在、事業実
施主体は、
１　平成２４年
３月に条件付き
で再開された香
港向け豚肉輸出
については、平
成２５年８月、
輸出を実質的に
再開し、震災前
と同水準の

1,000kg/月程度
の部分肉輸出を
実施。また、県
の事業を活用し
た香港の量販店
における購買状
況の視察等を通
じた、新規の輸
出業者の開拓
２　風評被害に
よって減少した
関西方面の販売
ルートについて
は平成２５年６
月から震災以前
と同水準まで回
復している。引
き続き県産食肉
の安心・安全を
アピールし、消
費者ニーズにあ
わせた販売促進
による安定的な
販売ルートの再
構築
３　消費地に近
いという利便性
を活かしたと畜
場の集荷取組を
強化
に取り組んでお
り、平成２５年
度は約４０％ま
で達成できるよ
う引き続き指導
していく。



山武市
富里市

農時組
合法人
さんぶ
野菜
ネット
ワーク

戦略作
物生産
拡大等
対策

野菜
(にん
じん・
レタス
類）

生産者
と中間
事業者
　
1,372t

中間事
業者と
食品製
造業者
　687t

924.5
t

364.3
t

1048.
8t

421.2
t

931.4
t

319.3
t

1070.
6ｔ

346ｔ

1,372
t

687t

32.6
％

－
5.7％

8.3%

　生産者と
中間事業者
との契約量
について
は、計画時
(21年)の
924.5tに比
べて、24年
実績は
1,372t(32.
6％増)と
なったが目
標には達し
なかった。
　食品製造
業者との契
約量につい
ては、計画
時（21年）
の364.3tに
比べて24年
実績は
319.3t（-
5.7%減）と
現状値より
も減少し、
目標には達
しなかっ
た。

野菜
(にん
じん・
レタス
類）

ブラン
ド野菜
比率
　
74.8%

49.4% 61.0% 64.8% 57.0% 74.8% 29.9%

　ブランド
野菜の生産
比率につい
て計画時
(21年)の
49.4%に比
べて24年実
績は
57.0%(29.9
％増)と
なったが目
標には達し
なかった。

集出荷
貯蔵施
設
1058.26
㎡

予冷庫2
室
115.83
㎡×2

98,766,150 47,031,000 51,735,150

平成
23年
10月
25日

　生産者と中間事業
者との契約量及びブ
ランド化野菜の比率
については、増加し
たものの、東日本大
震災による福島第一
原子力発電所事故の
影響で、関東におけ
る野菜の消費者ニー
ズが減少するととも
に、大手の加工業者
数社からの取引停
止・縮小を余儀なく
されることで他産地
へのシフトが進んで
しまった。また、高
温や豪雨等の異常気
象の影響も大きく、
生産量の拡大も十分
に図ることが出来
ず、目標を達成でき
なかった。
　今後は、栽培方法
の見直しを図るとと
もに生産規模を拡大
し、価格面でも他産
地と競合できる生産
に取り組むことで、
早急に生産量の拡大
に努める。また、新
規就農者もブランド
野菜に取り組み、地
域一丸となった健康
野菜の安心安全ブラ
ンドを確立するよう
対応する。

　本事業により
整備した集出荷
場の活用や事業
実施主体の自主
的な取組等によ
り、生産者と中
間事業者との契
約用及びブラン
ド化野菜の比率
については、増
加した。
　しかし、平成
２３年の原発事
故に伴う風評被
害や異常気象等
が影響し、目標
達成には至らな
かった。
　今後は、事業
実施主体作成し
た、改善計画に
基づき、目標達
成に向けて指導
を継続する。

都道府県平均達成
率

-14.5%
総合
所見

　畜産関係事業については、冷凍施設の導入により、平成２４年度の豚のと畜頭数が過去最大となり、また、野菜関係事業については、予冷施設の導入により、出荷品の品質維
持による出荷体制が図られる等の効果が認められた。
　しかしながら、両事業とも事業実施が震災発生の前後の時期に重なったため、風評被害の影響による需要減少が最大の要因となり、成果目標に対する達成率は著しく低く、-
14.5％であった。
　今後は、達成率の向上・達成に向け、畜産関係事業については、集荷力強化及び販路の再構築と新規開拓に取り組み、また、野菜関係事業については、ブランド野菜生産取組
者の増加及び加工需要への対応を中心とした野菜生産量の拡大に取り組むこととしている。
　県は、事業実施主体に対しこれらを内容とした改善計画についてその確実な実施に向けた指導を継続していく。


